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戦闘方法としての文民の飢餓
──その禁止と戦争犯罪化──

新　井　　　京　

はじめに

　フラウィウス・ヨセフスのユダヤ戦記には、紀元70年のローマによるエル

サレム攻囲戦の悲惨な状況が極めて写実的に描かれている。

「こうしてユダヤ人たちは、脱出によって助かる望みをも今や完全に絶

たれてしまった。飢えはますます深刻となり、市民たちを家ごとに、あ

るいは一族ごとに呑み込んでいった。屋上という屋上は赤子を抱えるぐ

ったりとした女たちで溢れ、路地という路地は年老いた者たちの屍で埋

まり、栄養失調で腹の膨れ上がった子供や若者たちが市場の中を幽霊の

ように徘徊した。力尽きてそこに倒れる者もいた。病人たちは親族の者

たちを埋葬しようにもその力はなく、たとえ力がまだ残っていても、死

者の数があまりにも多く、また自分自身の明日が分からなかったために、

埋葬の手伝いにも尻込みした。実際、多くの者が埋葬している最中の者

たちの上に倒れて息を引き取り、また、定められた時が来る前に棺桶に

入る者も多かった。このような惨状だったが、悲しみの声も悲嘆の声も

上がらなかった。飢餓のひどさに人びとの感情が麻痺していたからであ

る。なかなか死ねない者たちは涙も枯れはて口をだらしなく開けたまま、

自分たちより先に休息を得た者たちを見つめていた。都は重苦しい沈黙

に包まれ、夜は死んだようにひっそりと静まりかえっていた。」1）

（2197）



同志社法学　72巻７号［通巻417号］（2021）170

1）　フラウィウス・ヨセフス（秦剛平訳）『ユダヤ戦記２』（筑摩 e ブックス）V 部 xii 章［3］
512-515節。これ以前に、司令官ティトスに命じられて市民たちに投降を呼びかけたのはヨセ
フス自身であった（同上、V 部 ix 章［2］360-［3］374節）。多くの市民が投降に応じたが、立
て籠もった反徒は抵抗を続け、その結果ティトスは城壁の周囲に包囲壁を構築し、エルサレム
を完全に封じ込めた。ローマ軍は食糧を探しに外に出てきた市民を十字架刑にして内部の反徒
の見せしめとし、反徒側も市民の逃亡の試みに残虐な罰で答えた。居残ることを余儀なくされ
た市民たちが「脱出によって助かる望みを絶たれた」のはこのような経緯による。

2）　『列王記下』25章1-3節。
3）　Susan Power, “Siege Warfare in Syria: Prosecuting the Starvation of Civilians,” Amsterdam Law 

Forum, Vol.8, No.2 （2016）, pp.1-22. “Syria war: Hunger stalks besieged Madaya,” BBC News, 
〈https://www.bbc.com/news/world-middle-east-37560610, 8 October 2016〉. なお、本稿におい
てウェブサイトの最終確認日はすべて2020年８月31日である。

　　　最新の報道として例えば、 “In northeast Syria town, families say Turkey cut their water,” 

France 24, 25 August 2020, 〈https://www.france24.com/en/20200825-in-northeast-syria-town-
families-say-turkey-cut-their-water〉.

　　　国連安全保障理事会は、シリアにおいて多くの都市で攻囲により文民に非人道的な事態がも
たらされていることを理由に、文民居住地域に対する攻囲を直ちに中止するよう紛争当事者に
要請している（S/RES/2401 （2018） , 24 February 2018, OP.10; S/RES/2139（2014）, 22 February 

2014, OP.5）。また人権理事会も、イエメン紛争に関して、文民の飢餓を戦闘方法として利用す
ることを直ちに中止するよう求める決議を採択している（A/HRC/RES/42/2 , 2 October 2019, 
OP.3）。

4）　Michael Walzer, Just and Unjust Wars, 5th edition, （Basic Books, 2015）, pp.160-165. 

　旧約聖書には、エルサレムが攻囲による飢餓に苦しんださらに古い時代の

記録がある。たとえば、列王記下には、ネブカドネザル II 世による１年数

ヶ月におよぶ紀元前587年のエルサレム攻囲戦の様子が記されている2）。この

ように古典的戦闘方法とも言える都市の攻囲が今日でも軍事的に有用である

ことは、2011年以来続くシリア内戦において、アレッポ、ホムス、イドリブ、

マダヤなど多くの都市が長期間にわたり攻囲され、紛争当事者が人道支援を

拒否しまたは妨害することにより引き起こされた飢餓と欠乏のニュースが繰

り返し報道されていることからも明らかである3）。

　このように歴史上繰り返し行われてきた戦闘方法としての飢餓の利用は、

今日では、国際人道法により禁止されており、さらに国際刑事裁判所規程は

そのような行為を戦争犯罪であると定義している。しかし、文民保護の観点

から飢餓を生み出す攻囲戦を規制し、戦闘方法として飢餓を利用することを

戦争犯罪とするためには、法的または道徳的に難しい論点があった4）。ヨセ
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5）　ヨセフス『前掲書（注１）』、［4］519節。
6）　James Kraska, “Siege,” Max Planck Encyclopedia of Public International Law, para.1. See 

also US Department of Defense, Law of War Manual 2015 （Updated December 2016）, para.5.19.
7）　Kraska, supra note 6, para.1, US 2015 Manual, supra note 6, para.5.19
8）　UK Department of Defence, The Joint Service Manual of the Law of Armed Conflict 2004, 

para.5.34.1, US 2015 Manual, supra note 6, para.5.19. Jean-Marie Henckaerts and Louise Doswald-

フスは、エルサレム攻囲戦の司令官ティトスが攻囲による飢餓の惨状を目に

して述べた言葉として、その難点を端的に表現している。

「ティトスは巡回中、渓谷という渓谷が、死体で埋め尽くされ、腐乱し

た死体の下から滲みだしたどろどろしたものを目にすると、呻き声を上

げた。彼は天に向かって両手を差し出すと、神を証人に引き出して言っ

た。『これはわたしのしたことではありません』と。」5）

　本稿では、文民に対する緩慢な死をもたらしうる攻囲戦による飢餓の利用

が最も悲惨な戦闘方法のひとつであるにもかかわらず、法的に規制し禁止す

ることがなぜ困難とされ、進まなかったのか、さらにそのような困難にもか

かわらず禁止と犯罪化の試みがどのように行われえたのかについて検討する。

I　攻囲の軍事的合理性と法的規制の難しさ

　攻囲（Siege）とは、都市などの防備された場所の攻略を、供給品や援軍

といった救援を遮断するような方法により容易にするための作戦上の方策と

定義される6）。攻囲は、救援の遮断による欠乏を引き起こすことで敵軍の降

伏を促し、または敵軍を軍事的に敗北させ、最終的には攻囲対象地域を占領

することを目的とする7）。洋の東西を問わず、歴史上古くから繰り返されて

きた戦術であり、古典的なイメージのある攻囲であるが、今日でも、攻囲そ

のものが「敵の軍隊に向けられる限りにおいて、合法的な戦闘方法である」

ことは広く認められている8）。攻囲という戦闘方法が、時に文民たる住民の
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Beck, （eds.）, Customary International Humanitarian Law （CIHL）, Vol.I, （Cambridge 

University Press, 2005）, p.188.
9）　Sean Watts, “Under Siege: International Humanitarian Law and Security Council Practice 

concerning Urban Siege Operations,” Research and Policy Paper, Counterterrorism and 

Humanitarian Engagement Project, May 2014, 〈http://blogs.law.harvard.edu/cheproject/ 〉, 
pp.2-4.

10）　K. J. Riordan, “Shelling, Sniping and Starvation: The Law of Armed Conflict and the Lessons of 

the Siege of Sarajevo,” Victoria University of Wellington Law Review, Vol.41, No. 2 （2010）, 
pp.155-156.

11）　Watts, supra note 9, p.3.

飢餓を引き起こし、非人道的事態を生じさせるにもかかわらず、21世紀の武

力紛争においても頻繁に行われていることは上述の通りである。

　さらに攻囲は、後述のような国際人道法の発展により一定の制約を伴うに

もかかわらず、軍事的にみて一定の合理性を有することは否定できないとさ

れている。一般市民の人口が都市に集中する傾向は世界各地で見られるが、

文民を引き寄せる都市のインフラやその価値は、軍隊にとっても軍事的有用

性が高く、立て籠もる軍隊と同地の占領を企図する軍隊の双方にとって、都

市の軍事的価値は益々高まっている9）。他方で、建築物の多い都市における

戦闘（FIBUA, fighting in a built up area）は守備側にとって非常に有利な戦

闘であり、占領を企図する軍隊（攻撃側）にとっては消耗が激しい「最悪の

悪夢」であり、可能であれば回避したい状況であることもよく知られてい

る10）。また、都市内における戦闘においては、今日の国際人道法の下で可能

な限り避けなければならない文民の巻き添えによる死傷が飛躍的に高まるお

それがある。したがって、今日の司令官が、軍事的観点からも法的観点から

も、都市に侵入して戦うことを避け、その代わりに都市をとり囲み、供給を

絶つことによって敵の抵抗を低減させることを選択することは驚くべきこと

ではない11）。

　もちろん、国際人道法の発展は、攻囲の際に当該都市の文民たる住民を保

護する義務を、攻撃側にも防御側にも課すことになった。しかし、攻囲戦に

おける文民保護を考えたとき、特に難しい問題を提起するのは、攻撃側にと
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12）　Déclaration à l'effet d'interdire l'usage de certains projectiles en temps de guerre, Saint 

Petersbourg, 11 décembre 1868, préambules.
13）　Walzer, supra note 4, p.160.
14）　Randall Lesaffer, “Siege Warfare in the Early Modern Age: a Study on the Customary Laws of 

War,” in Amanda Perreau-Saussine and James B. Murphy （eds.）, The Nature of Customary Law: 

Legal, Historical and Philosophical Perspectives （Cambridge University Press, 2007） pp.176-
202. このような権利の延長において、いわゆる防守都市に対する無差別攻撃が許容されたと考
えられる（James Molony Spaight, Air Power and War Rights, 2nd ed., （Longmans, Green, 1933）, 
p.240）。

15）　Charles Cheney Hyde, International Law Chiefly as Interpreted and Applied by the United 

States, Vol.2, （Little, Brown, 1922）, pp.302-303, para.656.

って文民を巻き込むことの「軍事的利益」が、都市を直接攻撃する場合と比

べて180度転換することである。すなわち、武力紛争における当事者の軍事

的利益を「敵の軍事力を弱めるために、できるだけ多数の者を戦闘外におく

こと」と想定するならば12）、敵の軍隊および軍事目標に対する直接攻撃にお

いて敵対行為に参加しない文民を巻き込むこと自体は軍事的利益をもたらさ

ない。しかし他方で、攻囲戦において敵軍隊を欠乏させようとする場合には、

文民たる住民が「無用の口 useless mouths」として残留し、敵軍隊の負担と

なり続けることに大きな軍事的利益があるのである13）。

II　古典的国際法における攻囲の合法性

１　防守都市の無差別攻撃としての「攻囲」

　攻囲における対象都市、そこを守備する兵士、および取り残された市民の

扱いについて、近代国際法萌芽期の学説は、適切な時期に降伏に応じなかっ

た敵を強襲し、占領し、略奪する交戦者の権利に委ねられるものとして扱っ

ていたとされる14）。その後も、古典的国際法において、敵によって支配され

ている都市に攻囲を行い、敵の降伏を促すために孤立させることは合法であ

り、飢餓により攻囲された都市を追い詰めることの妥当性について疑いはな

かったとされる15）。
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　　　Lester Nurick, “The Distinction between Combatant and Noncombatant in the Law of 

War,” American Journal of International Law, Vol. 39, No. 4 （1945）, p. 686.
16）　Instructions for the Government of Armies of the United States in the Field, prepared by 

Francis Lieber, promulgated as General Orders No. 100 by President Lincoln, 24 April 1863, 
＜https://avalon.law.yale.edu/19th_century/lieber.asp＞.

17）　Projet d'une Déclaration internationale concernant les lois et coutumes de la guerre, 
Bruxelles, 27 août 1874, Actes de la conférence de Bruxelles de 1874 sur le projet d'une 

convention internationale concernant la guerre : protocoles des séances plénières : protocoles de 

la commission déléguée par la conférence : annexes, 4.

　陸戦法規法典化の最初の試みとされる1863年のリーバー法典は16）、17条に

おいて、この点を明確にしている。

「戦争は武器のみによって遂行されるわけではない。武装か非武装かを

問わず敵の戦闘員を飢えさせ、それによって敵をより早く降伏させるこ

とは合法である。」

　それだけではなく、続く18条は、攻囲の実効的な実施のため「脱出によっ

て助かる見込み」を絶つことについて、ヨセフスの時代から変わることのな

い見解を繰り返している。

「攻囲された場所の司令官が、物資を消費する人の数を減らすために、

非戦闘員を攻囲された場所から退去させようとするときにも、究極的な

手段としてではあるが、それら非戦闘員を攻囲された場所に押し戻し、

それによって敵の降伏を早めようとすることは合法である。」

　1874年の陸戦の法規慣例に関する国際宣言（ブリュッセル宣言）も、間接

的にリーバー法典17条の内容を認めている17）。

「城郭を繞らせた都市（les places fortes）のみが攻囲の対象となり得る。

開放されており、防守されていない都市、住居密集地または村落は、攻
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撃も砲撃もしてはならない。」（15条）

　さらに、1899年と1907年のハーグ陸戦規則は、次のように、ブリュッセル

宣言15条の後半を繰り返した。

　「防守セサル都市、村落、住宅又ハ建物ハ（如何ナル手段ニ依ルモ［1907

年宣言で追加］）之ヲ攻撃又ハ砲撃スルコトヲ得ス」（25条）

　ここでは、攻囲について言及していないが、続く27条において「攻囲及砲

撃ヲ為スニ当リテハ」、宗教施設、病院などになるべく損害を与えてはなら

ない旨を規定しており、25条の反対解釈として、防守された都市においては、

攻撃、砲撃のみならず、攻囲が行われうるものと推論される18）。

　ハーグ陸戦規則25条に至る法典化の過程は、一貫して、防守された都市に

対する場合に無差別攻撃が可能であり、そのため都市全体に対する攻囲も認

められるということを前提としていた。ここで言う防守都市の定義には幅が

あるが19）、いずれの立場も共通して認めるのは、「（近づく）敵の占領の企図

に対する抵抗」が無差別攻撃を正当化するということである20）。攻囲された

都市（開放されていない都市）は、まさに占領の企図に抵抗する都市で、最

も典型的な防守都市とみなされた。田岡良一は、敵の占領の企図に対する抵

抗が無差別攻撃を正当化する原因を２つ挙げているが、いずれも攻囲に適用

18）　ハーグ陸戦規則25条は、1899年のハーグ平和会議に提出された草案がそのまま採択されたも
のであるが、草案提出の説明では、ブリュッセル宣言の15条を「表現上の訂正を加えて」繰り
返したものであると明確に述べられており、ブリュッセル宣言15条の前半部分についても同様
にハーグ陸戦規則25条に読み込まれうるものと思われる。Conférence internationale de la 

paix, La Haye 18 mai – 29 juillet 1899, Nouvelle édition, （Martinus Nijhoff, 1907）, p.40. オッペ
ンハイムは、ハーグ陸戦規則25条において「攻囲」に言及がないのは、どの国も防守されてい
ない都市を攻囲する必要を感じないからだと指摘している（Lassa Oppenheim, International 

Law: A Treatise, Vol.II, 1st ed., （Longmans, Green, 1906）, p.155, para.155）。
19）　樋口一彦「国際人道法ノート（４）」『琉大法学』89号（2013年）95-96頁。
20）　田岡良一『空襲と国際法』（巖松堂、1937年）79頁、信夫淳平『戦時国際法講義 第２巻』（丸

善、1941年）451-454頁。
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されうる。第１は、「敵軍の占拠している地域を攻略するために執る作戦行

動…は、…非戦闘員に重大な損害を及ぼすおそれがあるが、あたう限り速や

かに地域を占領して次の作戦行動に移る軍事上の必要が、国際法をして、非

戦闘員の身体自由及び財産に対する加害を含む若干の手段を行使する権利を

攻撃軍隊に認め」21）るからである。第２に、「かかる地域の住民は通例戦闘

の開始に先立って、避難しまたは防守軍指揮官によって強制的に退去せしめ

られるから、戦闘の危険を冒す覚悟ある者のほかに非戦闘員にして都市に残

留する者は少ないことに基づく」22）。後者の正当化の姿勢は、攻囲軍司令官

にとって、攻囲対象地非戦闘員の飢餓は「わたしのしたことではない」とす

るティトスが用いたレトリックである。

2　第２次世界大戦直後の状況

　ハーグ陸戦規則に具現化された当時の攻囲戦に関する国際法の状況を極め

てあからさまにした事例が、第２次世界大戦後の継続裁判としてアメリカ合

衆国軍事裁判所が判示したドイツ国防軍最高司令部事件におけるフォン・レ

ープ元帥に対する部分的無罪判決であろう23）。本件で問題となったのは、２

年４ヶ月に渡ったレニングラード包囲戦にまつわる以下のような状況であっ

た。

「レニングラードは包囲され、攻囲されていた。防御側の軍隊も文民た

る住民も非常に困難な状況に追い込まれた。彼らがドイツの包囲線を破

って逃げ出そうとするおそれがあった。そこで命令が発出され、『その

ような試みを防ぐため、ドイツ側の包囲線から可能な限り遠く離れた位

21）　田岡良一『国際法大綱下』（巖松堂、1939年）238頁。
22）　同上、241頁。ただし、田岡は、このような擬制を成り立たせるために、「攻撃軍の指揮官は、

地域内に残留する非戦闘員を避難せしめるために、砲撃の開始に先立って、これを地域内の官
憲に通告する義務を負う」と留保している（同上、244頁）。

23）　High Command Case （U.S.A. v. von Leeb et al., 1948）, Trials of War Criminals before the 

Nuremberg Military Tribunals under Control Council Law No.10, Vol.11, at 462, 563. 
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置で』砲撃が許可された。『これによって、兵士達は可能な限り文民を

射撃することから免れうる』。これはフォン・レープによって了知され、

承認されていた。」24）

　このような事態に関して、裁判所は、リーバー法典等に基づき次のような

無罪判決を下している。

「交戦国司令官は、合法的に、敵の支配する都市に対して攻囲を設定し、

降伏させるためにその都市を孤立させることができる。飢餓により敵を

殲滅することの適切性には疑いの余地はない。さらに、生命を維持する

ためのすべての源を断ち切ることも正当とみなされるべきである。攻囲

された都市の司令官が、物品を消費する人の数を減らすために、非戦闘

員を攻囲された場所から退去させようとするときにも、究極的な手段と

してではあるが、それら非戦闘員を攻囲された場所に押し戻し、それに

よって敵の降伏を早めようとすることは合法である。…したがって、こ

の訴因について何の犯罪性も認めることはできない。」

　ただし、第２次世界大戦の様々な非人道的な文民の被害を経験し、その経

験を反映したジュネーヴ諸条約の採択が迫っていた1948年の裁判官たちは、

次のような「願望」を付け足している。

24）　攻囲司令官フォン・レープの最大の懸念は、「レニングラードの状況が悪化して、市民達が
ドイツ軍最前線に向かって集団脱出してきた場合にどうするか…脱出が繰り返された場合に、

（ドイツ兵が）冷静さを保ち、何度も繰り返して婦女子や無防備の年寄りたちを射撃できるか」
という点にあり、「たとえ民間人住民のかなりの部分が死んだとしても、それはわが軍兵士た
ちが直接見ている前で起きないようにしなければならない」というのが本音であった（マイケ
ル・ジョーンズ（松本幸重・訳）『レニングラード封鎖：飢餓と非常の都市1941-1944』（白水社、
2013年）180-182頁）。攻囲の結果によって生じる文民の苦難を「わたしのしたことではありま
せん」と述べたティトスの弁明と同じレトリックで正当化しようとしていることが注目され
る。
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25）　ただし、占領地における住民の欠乏に対する食糧を含む物資の供給に関しては、占領国およ
びその他の締約国に、「より強い」義務を課している（55条、59条）。攻囲が敵による抵抗に直
面している状況であることを考えると、攻囲されている都市を占領地域と見なすことはできず、
それら都市に対する人道的援助を、55条や59条の条文に基づいて想定することは難しいように
思われる。

「現行法が違った内容であればよいとわれわれも望んでいるが、われわ

れが認定した現行法を適用するより他ない。」

　裁判官によるこのような「あるべき法」への異例の言及は、法の変化の兆

しがあり、それがやがて実現することをも暗示するものであろう。

III　ジュネーヴ第４条約

　1949年に採択されたジュネーヴ第４条約は、こうした状況を変化させる一

歩として、攻囲対象地住民の保護を試みた。しかし、その後に発表された米

国マニュアルの記述でも明らかなように、攻囲戦そのものを規制したり、文

民の飢餓を利用することを直接禁止したりするものではなかった25）。

1　攻囲における人道的考慮？―17条

　ジュネーヴ第４条約17条は、次のように規定した。

「紛争当事国は、傷者、病者、虚弱者、老者、児童及び妊産婦を攻囲され、

又は包囲された地域から避難させるため、並びにそれらの地域へ向うす

べての宗教の聖職者、衛生要員及び衛生材料を通過させるため、現地協

定を締結するように努めなければならない。」

　本条は、これまで司令官の裁量に委ねられてきた攻囲の実施方法について、

法的に統制を加えようとする初めての試みである。赤十字国際委員会（ICRC）

（2206）



戦闘方法としての文民の飢餓 179

26）　ICRC のコメンタリーの法源論的な意義については、拙稿「国際人道法の発展に対する赤十
字国際委員会の貢献：『コメンタリー』の役割を中心に」『人道研究ジャーナル』９巻（2020年）
17-31頁を参照のこと。

27）　Jean S. Pictet （ed.）, The Geneva Conventions of 12 August 1949, Commentary, IV （ICRC, 
1958） （GCIV Commentary）, p.138.

28）　GCIV Commentary, p.139.
29）　Yoram Dinstein, “Siege Warfare and the Starvation of Civilians,” in Astrid J. Delissen and Gerald 

J. Tania （eds.）, Humanitarian Law of Armed Conflict: Challenges Ahead （Brill, 1991）, p.147.
30）　Ibid., p.147.
31）　US 2015 Manual, supra note 6, para.5.19.2.

のコメンタリーによると26）、この条文は「第２次世界大戦時に、何ヶ月も、

または何年にもわたって攻囲の対象となった都市や地域があり、しばしば
ICRC 代表が人道的役割を果たすために同都市・地域に立ち入った」経験を

一般化しようという狙いがあったとされる27）。

　しかし、攻囲における文民たる住民の避難は紛争当事者の合意によってな

され、そのような現地協定の締結も、「努めなければならない」の語に現れ

ているように、義務的なものではない28）。ディンシュタインは、本条が攻囲

における住民避難を確保するようにという「強い勧告」に過ぎないと評価し

ている29）。またここでそのような現地協定の対象とされているのが、文民た

る住民全体ではなく最も脆弱なカテゴリーの人々に限られている点も、本条

が十分評価されない理由である30）。

　他方で、本条に攻囲軍司令官の裁量を制約する効果があるとの評価もある。

例えば、2015年の米国国防省戦争法マニュアルは、17条について「要請を拒

否する正当な軍事的理由があれば（例えば、通過の拒否により攻囲対象の敵

軍が降伏する可能性が高まりうるなど）、宗教衛生要員や衛生材料の通過に

同意する義務はない」としつつも、「司令官は、通過を可能とするために合

理的で誠実な努力を行わなければならない」ことを認めている31）。さらに進

んで、同意の拒否は事実上許されないとの見方もある。ICRC は、コメンタ

リーにおいて、本条が「文民たる住民の利益になり、かつ軍事的状況から可

能である場合にはいつでも避難を可能とするべきだという非常に強い勧告」

であるため、「一定期間継続する攻囲において、その間に協議が行われるの
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32）　GCIV Commentary, p.139.
33）　Morris Greenspan, The Modern Law of Land Warfare （University of California Press, 1959）, 

pp.349-350.

であるから、状況に基づく避難のための措置が攻囲期間中を通じて全く実現

できないと主張するのは困難であろう」と述べ、合理的な理由に基づいて文

民退避のための協定を締結することを、司令官は実際上拒否することはでき

ないと解釈している32）。

　グリーンスパンも、ほとんどの場合に17条が言う現地協定の締結が不可能

である理由を見いだし得ないとする。彼によると、この規定は、「傷病者等

列挙された人々の存在、または医療的宗教的なケアの不在を、降伏を促すた

めに用いる権利を司令官の裁量から除外しており」、反対に「可能であれば

そのような人々を避難させ救助を通過させることに同意するよう義務づけて

いる」。彼のこの主張は、以下に述べる同条約23条が文民宛送付品の自由通

過を「義務づけて」おり、紛争当事国は送付品通過にあたって「いくつかの

条件を付しうる」に過ぎないという分析により強化されている33）。

2　文民向け送付品の自由通過？―23条

　ジュネーヴ第４条約は、23条において、「他の締約国（敵国である場合を

含む。）の文民のみにあてられた医療品及び病院用品並びに宗教上の行事に

必要な物品からなるすべての送付品の自由通過を許可しなければならない」

こと、また特に、「十五歳未満の児童及び妊産婦にあてられた不可欠の食糧品、

被服及び栄養剤からなるすべての送付品の自由通過を許可しなければならな

い」ことを規定した（１項）。締約国が自由通過を許可する義務を免れうる

のは、名宛て地の変更、有効な管理が実施されないこと、および送付により

敵国が生産資源を節約し軍事的な利益を受けることをおそれる重大な理由が

ある場合に限られる（２項）。通過を許可する国は、セーフガードとして、

送付品の分配が利益保護国の監督を受けるよう求めること、通過のための技

術的条件を定めることが許される（３、４項）。
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34）　Ibid., p.350. ただし、ICRC のコメンタリーは、本条が海上封鎖により文民に無差別に生じる
悪影響を想定した規定であることを明らかにしており、陸戦における攻囲を想定したものかど
うか疑義もある（GCIV Commentary, pp.178-179）。

35）　本条１項は、医療品、病院用品、および宗教用品の文民全体に対する送付と、「食糧品、被
服及び栄養剤」の「子どもと妊産婦」向けの送付とを区別している。前者は、戦争経済の強化
手段とはなり得ないものであるため、広く文民全体への送付が認められるが、後者の送付品は、
他の目的に利用されれば敵の経済的ポテンシャルを強化しかねないため、宛先を厳重に限定し
ようとしたと考えられる（GCIV Commentary, p.180）。

36）　Dinstein, supra note 29 pp.147-148.
37）　US Department of the Army, Field Manual: The Law of Land Warfare, 1956, FM27-10, 

para.40.

　グリーンスパンは、本条により、文民に対する供給を認める紛争当事国の

義務が発生しているため、17条の現地協定締結に基づく人道的援助も義務的

になると述べた34）。他方、ディンシュタインは、23条の下での生存に不可欠

な食糧等の送付は、17条の想定する脆弱なカテゴリーの人々よりもさらに狭

く、最も脆弱な子どもと妊産婦に対象を限っていることから35）、23条による

攻囲戦の法的制約の実効性を認めていない36）。

3　�ジュネーヴ条約下において退去する文民を「押し戻す」ことは可
能か？

⑴　国家実行と学説の状況

　それでは、ジュネーヴ第４条約の下で、リーバー法典やドイツ国防軍最高

司令部事件で示されたのと同様に、攻囲軍が攻囲対象都市から退去しようと

する文民を「押し戻す」ことは許されるのであろうか。

　1956年の米陸軍野戦マニュアルでは、防守都市における「包囲、砲撃、強

襲、および攻囲は、つねに陸戦の正当な手段として認められてきた」ことを

確認し37）、

「攻囲軍の司令官は、攻囲された都市と外部とのあらゆる通信およびア

クセスを禁止する権利を有する。…。攻囲された都市を非戦闘員が退去

することを認めるよう攻囲軍司令官に求めるルールは存在しない。非戦
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38）　Ibid., para.44a.
39）　Ibid. 英国陸軍の1958年マニュアルに大きな影響を及ぼしたとされる（Elihu Lauterpacht, 

The Life of Hersch Lauterpacht, （Cambridge University Press, 2010）, pp.360）1952年のロータ
パクト編「オッペンハイム国際法第２巻（第７版）」にも、米陸軍マニュアルと同様に、「攻囲・・・
はそれ自体、完全に正当な戦闘方法である」との出発点に立ち、さらに米軍野戦マニュアルと
同様に（ロータパクトの記述が先であるが）、攻囲軍司令官が文民の攻囲対象都市からの退去
を認める義務は存在せず、極端な場合に文民を押し戻す権利もあると認めている（Lassa 

Oppenheim - Hersch Lauterpacht, International Law, Vol.II, 7th ed., （Longmans, Green, 1952）, 
p.417, para.155, p.419, para.157）。

40）　Greenspan, supra note 33, p.350.
41）　Ibid., pp.350-351.
42）　UK War Office, Manual of Military Law, Ch.XIV, 1914, para.190. 

闘員が退去することを認めるかどうか、どのような条件で認めるかにつ

いては、攻囲軍司令官の裁量の範囲内である。」

と述べ、リーバー法典の伝統にしたがって、攻囲中に避難する文民を「押し

戻す」ことも可能で、「必要な許可を得ずに攻囲された都市の退去または入

城を試みるものは、発砲、送り返し、抑留の対象となる」と明言する38）。他

方で、ジュネーヴ第４条約の17条と23条が、かかる攻囲司令官の裁量権の例

外となることを付言している。しかし、それら条文が攻囲の合法性に対して

具体的にどのような効果を及ぼすかは詳述していない39）。

　他方グリーンスパンは、攻囲対象都市と外部とのアクセスを統制し、場合

によっては許可無く退去しようとする住民を攻撃し、または押し戻す攻囲軍

司令官の権限は、ジュネーヴ第４条約17条により変更されたと指摘してい

る40）。しかし彼も、同条に基づいて、「現地協定による例外がなければ、退

去しようとするものが女性や子どもであっても、彼らの安全を確保し、保護

するために攻撃を停止したり緩めたりすることは必要とされない…ただし、

攻撃は意図的に彼らの方に向けられてはならない」と述べ41）、英国陸軍のマ

ニュアルに従来から存在した規則を繰り返している42）。しかしそれでも、「攻

囲軍司令官は、傷病者等を避難させるため現地協定を締結するよう努める義

務を有しているため、それらの者の退去に関して、敵の降伏を促すことを目
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的として反対するべきではない」とも指摘している43）。グリーンスパンの考

えによると、その限りにおいて、司令官の裁量は制限されていることになる

が、実際上、攻囲されている側が負担となる文民等の退去に反対することは

軍事的に不合理であることを踏まえると、退去する文民を押し戻す行為は攻

囲軍司令官が一方的に避難を拒否しているのと同義となる場合が多く、ジュ

ネーヴ第４条約17条上の義務に違反することなく文民の退去を妨害すること

は非常に困難であるようにも思われる。

⑵　文民を保護するための予防措置をとる義務

　ジュネーヴ第４条約の諸規定とは別に、文民の攻撃からの保護、予防措置

をとる義務などの文民保護のための国際人道法の一般的原則は、文民の退去

を妨害する行為を規制し得ないのだろうか。次章で触れる第１追加議定書54

条における飢餓の禁止が確立した後の評価ではあるが、2015年の米国マニュ

アルは、今日では退去する文民を押し戻す行為が禁止されているとして、そ

の根拠を「文民保護のためにとりうるすべての予防措置を取る義務と合致し

ない」という点に求めている44）。文民保護のための予防措置が確立したこと

の当然の帰結として、退去する文民を「押し戻す」行為は禁止されることに

なったとすれば、そのような義務は第１追加議定書54条以前から、相当程度

攻囲戦による文民の飢餓を禁止し得たのではないかとも考えられる。

　前述のように、伝統的な国際法においては、攻囲戦の対象になるような防

守都市は無差別攻撃が許容され、文民たる住民の安全よりも対象都市の早期

の占領が優先された。軍事活動における文民の付随的被害を最低限にするた

めの予防措置をとる義務が条約上初めて明記されたのは、1977年の第１追加

43）　Greenspan, supra note 33, p.351.
44）　US 2015 Manual, supra note 6, para.5.19.4.1. 英国の2004年の統合軍マニュアルは、かつて認め

られた「文民を押し戻す」司令官の権利は今日では廃れた（obsolete）としているが、その典
拠として、第１追加議定書54条とともに、51条２項および７項を挙げており、後述の飢餓の禁
止のみならず、文民たる住民を攻撃から保護する義務（攻撃側と防御側の双方の義務）が「文
民を押し返す」行為を禁止する根拠となりうることが示唆される（UK 2004 Manual, supra note 

8, p.87, para.5.34.1, fn215）。
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45）　論者の中には、より早い段階で、例えばリーバー法典、ハーグ陸戦規則26条および27条、ハ
ーグ海軍砲撃条約２条３項、1922年空戦規則案24条などにおいて、合法的攻撃目標に対する攻
撃・砲撃にあたっても「なるべく文民が損害を免れるよう一切の措置をとる」義務が、明示的
または黙示的に課されていたと主張する（Louise Doswald-Beck, “The Value of the 1977 Geneva 

Protocols for the Protection of Civilians,” in Michael A. Meyer （ed.）, Armed Conflict and the 

New Law: Aspects of the 1977 Geneva Protocols and the 1981 Weapons Convention （British 

Institute of International and Comparative Law, 1989）, pp.138-141；藤田久一『国際人道法［新版・
増補］』（有信堂、2000年）116頁；CIHL, Vol.I, p.51.）。

46）　本規則案の概要と意義に関しては、竹本正幸『国際人道法の再確認と発展』（東信堂、1996年）
81-113頁を参照のこと。

議定書である45）。しかし1956年には、ICRC が発表した「戦時一般住民の被

る危険を制限するための規則案」が、８条および９条において、後述の第１

追加議定書57条２項が規定したものとほぼ同一内容の、攻撃の計画および実

施の際にとるべき予防措置を提示した46）。例えば、そこに規定された「文民

たる住民の損失または損害が最小限になるよう確保する」義務や、「（軍事目

標に対する攻撃の際にも）状況が許すときはいつでも文民たる住民が退避し

うるために、事前の警告を与えるべき」義務は、退避しようとする文民を阻

止し攻囲対象都市に押し戻すこととは相容れないように思われる。本規則案

は最終的には条約として採択されることはなかったが、その道筋を妨げたの

は本規則により核兵器の使用が規制を受けるかどうかについて諸国の見解が

一致しなかったことであり、少くとも通常兵器に関する限り、規則自体の妥

当性が問題になったわけではない。また、８条および９条の内容は第１追加

議定書にそのまま受け継がれている。したがって、1956年の段階で一般的な

予防措置をとる慣習法上の義務が成立しており、攻囲軍がその退避を阻止す

るために文民を直接攻撃することはもちろん、それ以外の手段で押し戻す行

為も許容されない状況にあったのではないかと思われる。

　1977年の第１追加議定書の規定した予防措置をとる義務がある程度慣習法

を反映したものとするならば、攻囲への影響はいかなるものであろうか。同

議定書57条１項は、「軍事行動 military operation を行うに際しては、文民た

る住民、個々の文民及び民用物に損害を与えないよう不断の注意を払う（下
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47）　日本語公定訳は「文民たる住民…に対する攻撃を差し控えるよう不断の注意を払う」として
いる。英語の正文は constant care shall be taken to spare the civilian population…、フランス語
正文は veillant constamment à épargner la population civile…となっており、「攻撃を差し控え
る」という訳語は、両正文の意味とは食い違っている。実質的に考えても、文民たる住民に対
する直接攻撃が別の条（51条２項および52条１項）で禁止されているため、「攻撃しない」こ
とは当然であり、本条２項以降が合法的攻撃目標に対する攻撃の際に「文民の（巻き添えの）
被害を最小限にする」措置について規定していることからも、文民等に「損害を及ぼさないよ
う」注意する義務を課しているものと解するべきであろう。

48）　Bruno Zimmermann et al. （eds.）, Commentary on the Additional Protocols of 8 June 1977 

to the Geneva Conventions of 12 August 1949 （Brill, 1987） （AP Commentary）, para.2191.
49）　Michael Bothe et al., New Rules for Victims of Armed Conflicts: Commentary on the Two 

1977 Protocols Additional to the Geneva Conventions of 1949, 2nd ed., （Martinus Nijhoff, 
2013）, p.329.

50）　今日では、サイバー攻撃のような non-kinetic な行動も、化学的、生物学的、放射線による

線部は日本語公定訳を著者が訂正した47））」とし、２項は「攻撃 attack」の

計画と実施において予防措置をとる義務を課している。57条１項の「軍事行

動」は、「戦闘の観点から軍隊によってとられるすべての移動、作戦その他

の活動」をいうとされる48）。攻囲の設定および維持は「軍事行動」に含まれ

るため、攻囲軍司令官には、攻囲自体が軍事目標に対して行われるものであ

っても、対象都市から避難しようとする文民の損害を最小限にする義務が課

されており、それらの避難民を保護することが求められていることになる。

　同条２項以降のさらに詳細な予防措置に照らすと、１項の場合と同様に、

攻囲対象都市からの避難民を押し戻す行為は違法となるのは間違いない。た

だし、57条２項は「攻撃」に適用される規定であり、攻囲そのものが「攻撃」

と見なされうるか問題となりうる。しかし、第１追加議定書49条１項は、攻

撃を「攻勢としてであるか防御としてであるかを問わず、敵に対する暴力行

為をいう」と広く定義している。本項にいう「暴力行為」は物理的な意味合

いを持つとの見地から、心理戦や政治戦などの非物理的な軍隊の行動は含ま

れないとも主張される49）。しかし近年のサイバー戦に関する議論が明らかに

しているように、国際人道法の適用に関して、「攻撃」という語は、暴力的

な行為そのものではなく、暴力的な結果を意味するものであると解するのが

適切であろう50）。攻囲戦は、立て籠もる戦闘員にとっても文民にとっても暴
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攻撃と同様に、「攻撃」の定義に含めうると考えられている。例えばタリン・マニュアルの規
則30は、「サイバー攻撃」を「攻勢としてであるか防御としてであるかを問わず、人の傷害も
しくは死または物の損傷もしくは破壊を生じさせることが合理的に予想されるサイバー行動

（cyber operation） を い う 」 と 定 義 し（Michael N. Schmitt （ed.）, Tallinn Manual on the 

International Law applicable to Cyber Warfare （Cambridge University Press, 2013）, pp.106-
107）、かかるサイバー攻撃が国際人道法の諸規則に服するものとしている。

力的な結果をもたらしうることは否定できないため、49条１項の意味で「攻

撃」にあたると理解すべきである。

IV　文民の飢餓の禁止―第１追加議定書

1　第１追加議定書の規定

⑴　54条

　1977年の第１追加議定書54条は、次の通り、戦闘方法として文民を飢餓の

状態に置くことを禁止した。

「１　戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くことは、禁止する。

２　食糧、食糧生産のための農業地域、作物、家畜、飲料水の施設及び

供給設備、かんがい設備等文民たる住民の生存に不可欠な物をこれらが

生命を維持する手段としての価値を有するが故に文民たる住民又は敵対

する紛争当事者に与えないという特定の目的のため、これらの物を攻撃

し、破壊し、移動させ又は利用することができないようにすることは、

文民を飢餓の状態に置き又は退去させるという動機によるかその他の動

機によるかを問わず、禁止する。

３　２に規定する禁止は、２に規定する物が次の手段として敵対する紛

争当事者によって利用される場合には、適用しない。

　⒜�　専ら当該敵対する紛争当事者の軍隊の構成員の生命を維持する手

段
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51）　AP Commentary, para.2083.
52）　“starvation, n. and adv.”, OED （Oxford English Dictionary） Online, Oxford University Press 

〈https://www.oed.com/view/Entry/189208?redirectedFrom=Starvation&〉.

　⒝�　［専ら当該敵対する紛争当事者の軍隊の構成員の（引用者補足）］

生命を維持する手段でないときであっても軍事行動を直接支援する

手段。ただし、いかなる場合においても、２に規定する物に対し、

文民たる住民の食糧又は水を十分でない状態とし、その結果当該文

民たる住民を飢餓の状態に置き又はその移動を余儀なくさせること

が予測される措置をとってはならない。…」

　ICRC のコメンタリーは、本条の「明示的な文民の飢餓の禁止は人道法の

新しい内容」であり、画期的成果であるとしながらも、「この方向への第一

歩は1949年の外交会議がジュネーヴ第４条約の23条や53条を採択したこと」

にあると指摘し、ジュネーヴ諸条約の起草過程以来一貫した国際人道法の発

展の成果だと述べている51）。

　54条１項が用いている「飢餓」という用語の辞書の意味は「食糧を枯渇さ

せられた状態、十分な栄養を欠くことで生じる苦痛および段階的な衰弱で、

結果として死に至る」ことであり52）、食糧の不足に限定されたスコープをも

つようにも見える。しかし、54条１項の一般原則は、２項以下の具体的な規

則、さらには関連する救済活動に関わる規定（70条）により補完して、文脈

に基づいて解釈する必要がある。54条２項は、１項を発展させた形で、「食糧、

食糧生産のための農業地域、作物、家畜、飲料水の施設及び供給設備、かん

がい設備等文民たる住民の生存に不可欠な物」を、「生命を維持する手段と

しての価値」を否定するために破壊すること等を禁止する。したがって、１

項にいう「飢餓」の語は、食糧と飲料水、それらに関連する物、設備および

施設の不足を広く指していることになる。また、２項が「等 such as」と述

べていることからも示唆されるように、同項が挙げるリストも例示に過ぎず、

気候などの環境要因によっては、避難シェルターや衣服なども文民の生存に
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53）　AP Commentary, paras.2102-2103.
54）　AP Commentary, para.2101.

不可欠な物とみなされうるだろう53）。

　54条２項が禁止する「行為」は、文民の生存に不可欠な物を「攻撃し、破

壊し、移動させ又は利用することができないようにする」ことである。ここ

で用いられている動詞は、それらの物の「生命を維持する手段としての価値」

を否定しうるあらゆる可能性をカバーすることを目指すものである54）。攻囲

戦の場合にも、水道施設や食糧運搬トラックを砲撃（攻撃）して飲料水や食

糧を奪うことのみならず、他のいかなる手段であっても、それらの物を文民

たる住民から隔離し、利用できない状況に置くことが禁止の対象となる。

　54条３項は、２項の禁止規定の例外として、それらの文民の生存に不可欠

な物が、敵対当事者により、「専ら当該敵対する紛争当事者の軍隊の構成員

の生命を維持する手段」として用いられている場合と、そうでないとしても

「軍事行動を直接支援する手段」として用いられている場合を挙げている。

立て籠もる軍隊・戦闘員を直接の目標にして行われる攻囲に関して言えば、

軍隊構成員にのみ提供される当該構成員の生存に不可欠な物資、およびそれ

には該当しないが軍事行動を直接支援する手段となる物資を攻囲軍が阻止す

ることは54条の違反を構成しない。ただし後者の場合でも、「文民たる住民

の食糧又は水を十分でない状態とし、その結果当該文民たる住民を飢餓の状

態に置き又はその移動を余儀なくさせることが予測される措置」は禁止され

ていると読めるが、この但書が同条１項および２項の解釈にどのような効果

を有するか明確ではない。

⑵　70条

　第１追加議定書は、68条以下に、ジュネーヴ第４条約23条や55条などに規

定された文民たる住民のための救済活動を補完する規定を置く。これらの規

定は、議定書54条と密接な関連性を有する。第４条約でもすでに手厚く人道

的支援が保障されていた占領地域に適用される69条に続く、それ以外の地域
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55）　AP Commentary, para.2805.
56）　87th Meeting of the Committee II, 28 April 1977, CDDH/II/SR.87, para. 27 （Official Records of 

the Diplomatic Conference on the Reaffirmation and Development of International 

Humanitarian Law Applicable in Armed Conflicts, Geneva, 1974-1977, Vol.XII, p.336）.
57）　AP Commentary, para.2805.

に関する70条が特に重要である。同条は、占領地域以外の文民たる住民が、

食糧、医療用品、その他その生存に不可欠な被服、寝具、避難のための手段

その他の需品及び宗教上の行事に必要な物品が適切に供給されていない場合

には、「性質上人道的かつ公平な救済活動」が、「関係締約国の同意を条件と

して」実施されなければならない（shall be undertaken）と規定している。

　70条では、文民たる住民の飢餓の状況における人道援助の実施について、

関係当事国の同意の存在を条件としている。この条件は、救済対象国の国家

主権を守る観点から挿入されたとされるが55）、国際的武力紛争の当事国は、

自国のあるいは敵国の文民のための援助を受け容れる義務があるわけではな

いことを意味するのであろうか。この点について、外交会議において、西ド

イツ代表ボーテが、「この条件は、締約国が救済活動への同意を拒否する絶

対的で無制限な自由を有していることを意味しない…拒否する場合には、合

理的な根拠によらなければならず、恣意的または気まぐれな理由によって拒

否されてはならない」と述べた56）。この発言に対しては、他の代表も賛意を

示し、誰もこれに異議を唱えなかったとされる。54条１項の観点からも、70

条１項の「関係国の同意」という条件は、この発言のように解釈されるべき

であろう57）。

2　国家実行および学説上の評価

　前章までに述べたように、1977年以前の攻囲戦の態様に関わる国際人道法

の規則、特に攻囲された都市に残った住民の取扱いに関しては、ジュネーヴ

第４条約17条および23条の効果により若干の制約が課されたものの、防守都

市に対する無差別攻撃が許容されることを前提として攻囲軍司令官の広い裁

量を認めていた第２次世界大戦時までの伝統的規則が残存している状態、ま
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58）　Doswald-Beck, supra note 45, p.159; Kraska, supra note 6, para.10.
59）　Dinstein, supra note 29, pp.151-152.
60）　CIHL, Vol.I, pp.186-187, CIHL, Vol.II, pp.1124-1127, 最新の情報は〈https://ihl-databases.icrc.

org/customary-ihl/eng/docs/v2_rul_rule53〉を参照。これら実行などを根拠に、ICRC は、そ
のような国際慣習法が成立しているとしている。

たはそこからどのような変化を遂げているのか不明な状態が続いていた。そ

の意味で、第１追加議定書54条は、伝統的に合法とされてきた文民たる住民

を飢えさせる行為を違法化し、「新しい境地を開いた」規定であるとの評価

は正しいのであろう58）。

　他方で、ディンシュタインは、54条に基づき「文民が影響を受ける限り、

真の攻囲はもはや不可能となった」と認めた上で、本質的にそのような攻囲

の広範な禁止は「実効性」を欠くと批判する59）。ディンシュタインは、第１

に、軍事的観点からみて、防御を固めた都市を攻め、確保するために攻囲以

外の戦闘方法を想定し得ないという理由を挙げる。第２に、攻囲において、

飢餓はそれ自体が目的なのではなく、降伏を迫るための手段に過ぎず、対象

とされた軍隊が降伏すれば飢餓は終了するという攻囲戦の本質が考慮されて

いないとする。

　このように、第１追加議定書54条の飢餓禁止規定としての意義は、当初は、

過小評価され、現実性を疑われることもあった。しかし、採択から40年以上

が経過して、「戦闘の方法としての飢餓の利用の禁止」は多くの国のマニュ

アルや国内法に受容されている。ICRC の慣習国際人道法プロジェクトによ

ると、36の国がその軍事マニュアルや軍事教範において「戦闘の方法として

の飢餓の利用が禁止される」ことを明記している（2008年までの情報）60）。

そのうち特に注目されるのは、米国、イスラエル、インドネシアといった第

１追加議定書の非締約国が議定書54条１項の規定を国内の規範的文書に取り

込んでいることであろう。米国は、同項の禁止が、議定書により新たに導入

された規定であると見なし、採択以前に確立した国際慣習法であったわけで

はないと理解しつつも、その内容は「遵守すべき規則」であり、「慣習法規

則として承認されていくべき」ものであることをその軍事マニュアルで明言
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61）　A. R. Thomas and James C. Duncan （eds.）, Annotated Supplement to The Commander’s 

Handbook on the Law of Naval Operations （Naval War College, 1999）, para.8.1.2, fn15.
62）　Swedish Ministry of Defence, International Humanitarian Law in Armed Conflict, with 

reference to the Swedish Total Defence System, January 1991, para.2.2.3; New Zealand Defence 

Force, Headquarters, Directorate of Legal Services, Interim Law of Armed Conflict Manual, DM 

112, November 1992, para.613 （1）.
63）　Dapo Akande and Emanuela-Chiara Gillard, “Conflict-induced Food Insecurity and the War 

Crime of Starvation of Civilians as a Method of Warfare: The Underlying Rules of International 

している61）。また、第１追加議定書の締約国である国の軍事マニュアルにお

いて、飢餓の禁止が国際慣習法であると記述している例も存在する62）。

3　飢餓禁止の範囲

　このように、第１追加議定書54条および70条から導かれる、戦闘方法とし

ての飢餓の禁止は、広く各国に受容され、国際慣習法としての地位を確立し

たと思われる。それでは、第１追加議定書54条は、攻囲のような文民の飢餓

を引き起こしうる戦闘方法を、どの程度まで規制しているのか。

⑴　目的の重要性？

　まず問題となるのは、54条は文民たる住民を飢えさせる目的の作戦のみを

禁止対象として想定しているのか、作戦の目的が他にあるが文民の飢餓が付

随的に生じる場合をも禁止しているのかという点である。先述の通り、ディ

ンシュタインは、そもそも攻囲において文民の飢餓は目的なのではなく、敵

の降伏を促す手段に過ぎないため、54条はそのような作戦を禁止していない、

またはするべきではないと主張した。各国の軍事マニュアルも、文民の飢餓

の禁止を原則として取り入れながら、軍隊に対する攻囲は今日でも有効だと

述べている。敵軍を降伏させる目的で行われる攻囲戦は、54条によって何ら

かの統制を受けるのだろうか。

　54条の文言は、一見すると飢餓を目的とする攻囲のみを禁止し、「合法な

軍事活動から生じる文民の付随的な困難を禁止するものではない」ようにも

見える63）。例えば、１項は「戦闘方法として」の飢餓を禁止しているが、こ
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Humanitarian Law,” Journal of International Criminal Justice, Vol.17, No.4 （2019）, pp.761-
762; Bothe, supra note 49, pp.380-381.

64）　「戦闘の方法として」という文言は、後述の ICC 規程においても用いられている。この文
言が、実行者の犯罪意思を限定的に捉えるべきだという帰結を含意するかについては、後述の
V 2 （2） （b）の記述を参照のこと。

65）　ICRC も、「文民の飢餓の戦闘方法としての禁止によっても、攻囲戦そのものは、それが軍事
的目的を達成することが目的であり、文民たる住民を飢えさせることが目的でない限り、禁止
されない」と述べている。（CIHL, Vol.I, p.188.）

66）　NZ Manual, supra note 62, para.504 （2） fn9; CIHL, Vo.2, p.1140, para.138.
67）　UK 2004 Manual, supra note 8, para.5.27.2. オーストラリア軍マニュアルも同旨（Australian 

Defence Force, Law of Armed Conflict, Commanders’ Guide, 1994, para.907）：「文民たる住民
を飢えさせることを目的としない限り、軍事活動の付随的な効果として物資の不足が生じるこ
とは違法ではない」。

こから示唆されるのは、禁止対象として重要なのは飢餓という結果ではなく、

特定の戦闘テクニックや方法を用いることであり、それゆえ決定的要素は、

どのような目的でそれが実施されたかであるとされる64）。また54条２項は、

文民たる住民の生存に不可欠な物資の破壊が「生命を維持する手段としての

価値を有するが故に文民たる住民又は敵対する紛争当事者に与えないという

特定の目的のため」行われる状況に言及している65）。

　各国のマニュアルにもそのような狭義の解釈を踏まえたものがある。ニュ

ージーランドの軍事マニュアルは、「文民たる住民に付随的損害を生じると

しても、飢餓が特定的な目的でなければ」攻囲は禁止されないと述べてい

る66）。英国も「軍事活動が飢餓の発生を意図せず、偶発的効果として、例え

ば敵の供給経路を遮断する作戦において、当該供給経路が食糧の輸送にも使

われていたような場合に生じる文民の飢餓は違法ではない」としている67）。

　このように、文民の飢餓を引き起こすことを目的とした攻囲のみが禁止さ

れたとの狭義の解釈をとるならば、結果的には、54条１項はそのような攻囲

軍側の目的が比較的容易に推測される状況、すなわち攻囲対象地域から避難

する文民たる住民の退去や、文民のみに宛てられた人道支援物資の通過を恣

意的に拒否する場合にのみその違反が成立することになり、実体的にはその

ような人や物資の通過を許可する義務が課されたに過ぎないことにもな
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68）　Dinstein, supra note 29, p.148.
69）　Akande and Gillard, supra note 63, pp.762-764.

る68）。

　しかし、そのような解釈には有力な反論もある。アカンデとジラードは、

54条全体を一体的に解釈すると、あるいは同条２項および３項の規定を考慮

すると、「ある状況においては、文民たる住民を飢えさせることを目的とし

ない場合でも、飢餓や食糧危機に繋がる行為が禁止されることが示唆される」

と主張している69）。２項は、文民たる住民の生存に不可欠な物の破壊等が、

「文民を飢餓の状態に置き又は退去させるという動機によるかその他の動機

によるかを問わず」禁止されると規定する。54条が、文民の飢餓を特に目的

とした行為のみを禁止したのであれば、この文言は不要となるはずである。

また同条３項⒝号は、そのような文民たる住民の生存に不可欠な物資が敵の

軍事行動を直接支援する手段となっている場合には、その破壊等は禁止され

ないとの例外を定めるが、その但書では、「住民を飢餓の状態に置き又はそ

の移動を余儀なくさせる」効果を生じること、およびそれが予測される状況

は例外には当たらない（攻撃等は禁止される）と規定している。このような

場合には、飢餓が作戦の結果として予測可能であるというだけで、飢餓をも

たらすことが攻撃側の目的でない場合（例えば、軍隊の行動を覆い隠してい

る背の高い作物の植えられた耕作地を焼き払うことにより文民の食糧が破壊

されてしまうような場合）であっても、禁止対象となることが示唆されるの

である。

　以上のように、54条１項の禁止は飢餓を目的とする軍事行動のみを禁止し

ていると解しうるとしても、２項と３項は、その目的の如何を問わず文民の

飢餓の利用を禁止していることになる。しかし、このように理解した場合に

は条文構成上の矛盾が生じうる。54条２項および３項が、目的の如何を問わ

ず文民の飢餓をもたらし移動を余儀なくさせることが予測される物資の破壊

や攻撃を禁止しているのに対して、それ以外の行為によって、例えば外部か

らの人道支援を拒否するなどの行為によって文民の飢餓が引き起こされる場
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70）　Ibid., pp.764-765.
71）　Gloria Gaggioli, Joint Blog Series on International Law and Armed Conflict: Are Sieges 

Prohibited under Contemporary IHL? 〈https://www.ejiltalk.org/joint-blog-series-on-
international-law-and-armed-conflict-are-sieges-prohibited-under-contemporary-ihl/〉 30 January 

2019.

合には、54条１項の一般的禁止規定の下で、文民たる住民の飢餓を発生させ

る「目的」が存在しなければならないことになる。しかし、そのような区別

の根拠は明確ではない70）。したがって、各項の間の矛盾を避け、２、３項が

１項を具体化する規定だとするならば、54条１項も文民の飢餓を特に目的と

はしない攻囲をも禁止しうると考えるべきなのかもしれない。

　ICRC の法律顧問も務めたガッジオリは、「目的」に基づく飢餓の禁止とい

うアプローチの根本的な問題点を指摘している71）。彼女によれば、文民の飢

餓が攻囲の「唯一の」目的、または「主要な」目的である場合にのみ攻囲が

違法になるとする解釈は、飢餓禁止規定の価値を大幅に減じることになる。

なぜなら、攻囲の「目的」が文民の飢餓にあることを証明すること自体が、

不可能ではないにしても困難であり、さらにそれが「唯一のまたは主要な」

目的であることを証明することはさらに困難だからである。したがって、彼

女の結論も、「意図せず生じる（付随的）飢餓もまた、ある状況では禁止さ

れる」というものであり、「多くの学者が、必然的に文民たる住民の飢餓を

生じさせ、文民の移動を余儀なくする攻囲は、今日では法的に非常に困難に

なっていることを認めている」のはそれゆえであると指摘する。

⑵　均衡性原則の適用？

　このように、敵の軍隊に向けられた攻囲の合法性を前提としながら、一定

の場合に文民の飢餓を目的としない攻囲であっても禁止されるとの立場をと

る場合、その違法性の尺度として「目的」以外にしばしば援用されるのは、

攻囲によって得られる軍事的利益と文民の損害との「均衡性」である。この

立場をとる2015年の米国マニュアルは次のように規定している。
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72）　US 2015 Manual, supra note 6, para.5.20.2.
73）　ハーヴァード大学人道政策および紛争研究プログラムが編集した、空戦とミサイル戦に関す

るマニュアルは、航空機による封鎖に関してサンレモ・マニュアルと同じ内容の規則を含んで
いる（The HPCR Manual on International Law Applicable to Air and Missile Warfare, 2010, 
para.157）。

74）　San Remo Manual on International Law Applicable to Armed Conflicts at Sea, 12 June 

1994, para.102. なお、本稿では詳述しない封鎖法上の均衡原則については、保井健呉「封鎖法
上の均衡原則―武力紛争法体系における位置―」『同志社法学』71巻６号（2020年）105〜138
頁を参照のこと。

75）　Gaggioli, supra note 72.

「敵の軍隊を飢えさせることを意図した軍事活動であっても、それが得

られると予期される軍事的利益との関連で過度な文民たる住民の損害を

引き起こすことが予想される場合には、そのような活動は行ってはなら

ない。」72）

また、54条１項の同様の解釈は、1994年の海戦法規に関するサンレモ・マニ

ュアル102項にも反映されている73）。同項は、「文民たる住民の飢餓またはそ

の生存に不可欠な他の物を拒否することを『唯一の目的』とする」封鎖の宣

言と設定を禁止し、同時に「文民たる住民の損害が封鎖の結果予想される具

体的かつ直接の軍事的利益との関係で過度であるか、そう予測されうる場合」

にも封鎖が禁止されると規定した74）。

　ガッジオリは、「文民の食糧が枯渇しているにも拘わらず、守備側が物資

を独占しており籠城を続ける意思が強固である場合」には、降伏を早期に得

るという軍事的利益は著しく減少することになり、不均衡な攻囲の継続とし

て当該攻囲戦を違法なものと評価しうるとして、均衡性原則が攻囲の法的評

価において有意に機能しうると述べている。また、第１追加議定書51条およ

び57条の下で均衡性原則が「攻撃」にのみ当てはまるとしても、同議定書49

条１項の「攻撃」の定義は、攻囲戦を含み得る柔軟さを有すること、さらに

封鎖の文脈ではあるが、サンレモ・マニュアルにおいて、文民の飢餓を禁止

する尺度として均衡性原則が導入されたことに異議を唱える国が存在しない

ことを指摘している75）。
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76）　アカンデとジラードは、54条１項において均衡性原則を考慮した解釈がありうるとしても、
54条２項および３項は、付随的に生じうる文民の飢餓について軍事的利益との均衡性に言及し
ておらず、「予期される軍事的利益が何であれ、文民の飢餓が発生し、移動が余儀なくされる
場合には、行われてはならない」と解することができるため、54条の各項の間に不整合が生じ
るのではないかと指摘している（Akande and Gillard, supra note 63, pp.767-768）。

77）　The Prosecutor v Dusko Tadic, IT-94-1, Decision on the Defence Motion for Interlocutory 

Appeal on Jurisdiction, 2 October 1995, paras.96-127.

　米国の戦争法マニュアルやガッジオリの立場によれば、第１追加議定書54

条の下での攻囲の合法性は、予想される具体的かつ直接的な軍事的利益に比

して、予想される付随的損害すなわち、飢餓が予想される文民の数、食糧不

足による危害の程度、移動を余儀なくされる文民の数などが過度にならない

かを継続的に監視し評価する必要があることになる76）。このような解釈は、

第１追加議定書が導入した文民たる住民の敵対行為の影響からの一般的保護

のための規則体系（54条もその一部である）と整合的であると思われる。

4　非国際的武力紛争における飢餓禁止規則

　国際的武力紛争に適用される国際人道法が、段階的に文民の飢餓の禁止を

確立させていったのに対して、非国際的武力紛争に適用される法は、この問

題をどのように扱ってきたのだろうか。

　そもそも、戦闘外にあるものの最低限度の人道的保護を定めた1949年のジ

ュネーヴ諸条約共通３条を除いて、非国際的武力紛争に適用される国際人道

法の発展は非常に限定的だった。特に飢餓の禁止を含めた戦闘の方法および

手段の規制に関しては、旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所タディッチ事件中

間判決が広範な慣習国際人道法を承認するまで77）、明確な現行法がどのよう

なものであるか不明であった。そのような中で、1977年の第２追加議定書は、

飢餓の禁止に関する14条を置いた。

「戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くことは、禁止する。したが

って、食糧、食糧生産のための農業地域、作物、家畜、飲料水の施設及

び供給設備、かんがい設備等文民たる住民の生存に不可欠な物を、文民
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78）　AP Commentary, para.4792.
79）　Bothe, supra note 49, p.783.
80）　AP Commentary, para.4794.
81）　なおこのパキスタン提案によって削除された条文は、第１追加議定書で言えば次の条文に該

当するような条文であり、その影響の大きさをうかがい知ることができる。すなわち、35条（戦
闘の方法手段に関する基本原則）、37条（背信行為の禁止）、38条（特殊標章等の保護）、41条（戦
闘外にある敵の保護）、48条（文民たる住民の保護に関する基本原則）、50条（文民および文民
たる住民の定義）、51条４項から７項（無差別攻撃の禁止、文民に対する復仇の禁止）、52条１
項（民用物の保護に関する一般原則）、57条１項（予防措置をとる義務）である。

を飢餓の状態に置くことを目的として攻撃し、破壊し、移動させ又は利

用することができないようにすることは、禁止する。」

　一見して明らかなように、本条は第１追加議定書54条を簡素化した条文と

して、その１項と２項の前半とが再現されており78）、同条のエッセンスが温

存された規定だと説明された79）。第１追加議定書54条については、ジュネー

ヴ第４条約23条や53条といった先駆的な規則が存在したが、第２追加議定書

14条は特に前提となる明確な規則は存在せず、ただ文民の人道的処遇を義務

づけたジュネーヴ諸条約共通３条の遠い延長線上にあるものである80）。

　しかし、第２追加議定書には戦闘の影響からの文民たる住民の保護に関す

る一般的な規則が欠けており、その中で14条が存在することには大きな意味

があると思われる。その点での本条の意義は、第２追加議定書採択直前の次

のような事情に照らして理解するべきであろう。

　非国際的武力紛争に適用される追加議定書の採択に関しては、途上国を中

心に諸国から懸念の声があった。特に、民族解放闘争を国際的武力紛争と認

める第１追加議定書１条４項が実現してからは、第２議定書無用論を含めて

批判的空気は強まったとされる。外交会議の最終段階において、本会議で第

１追加議定書の全条文が採択された直後、パキスタンが突然「第２議定書簡

略化案」を提案した。簡略化案は、当初の議定書草案にあった戦闘の方法手

段に関する広範な規則を一括して削除するものであり81）、パキスタンによれ

ば、センシティブで詳細になりすぎた草案から諸国の反対が見込まれる条文
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を削除して、第２議定書そのものの採択と批准を確実なものにする狙いがあ

った。現行の14条の規定は、パキスタンが削除対象とした条文に含まれてい

たが、最終段階でのヴァチカン代表の雄弁な介入により、「誰も反対すべき

でない純粋な人道的規定」であり、「重大な人道的価値を有する」規定であ

るとして復活させることとなり、無事採択されたのである82）。

　このように劇的な経緯で採択された第２追加議定書14条が、当初非国際的

武力紛争にも適用可能なものとして提案された戦闘の方法手段に関する諸規

則が削除されるなか温存された事実は、14条の中核的価値を示唆するものと

言えるかもしれない。今日では、文民の飢餓の禁止は、国際的武力紛争・非

国際的武力紛争の別を問わず共通して適用される慣習国際人道法とされてい

る83）。

　第１追加議定書54条との相違に注意を向けておくと、第２追加議定書14条

は、第１追加議定書54条２項後半と３項に言及されているような、人の生存

に不可欠な物が敵の軍隊に向けられる場合について言及していない。しかし、

食糧などの物資が政府軍や組織的武装集団にも利用される可能性が文民の生

存に不可欠な物としての保護を失わせしめるとすれば、14条の保護が無意味

になると考えられるため、第１追加議定書54条の３項と同様の原則が第２追

加議定書14条にも当てはまると考えられる。すなわち、当該物が専ら敵対す

る軍隊・武装組織の生存に供される場合を除いて、当該物がそれら敵の軍事

活動に利用されているとしても、文民たる住民を飢餓の状態に置く場合には

82）　竹本『前掲書（注46）』、260-261頁。Bothe, supra note 49, p.784. 議事録によると、ヴァチカ
ン代表は、国際人道法の重要で中核的な価値のある規則が次々と削除されるのを遺憾としつつ、

「27条（現14条）を削除すべきかどうかの決定にあたっては良心の問題に直面させられ」ており、
「文民の生存に不可欠な27条を軽率に削除してよいものか」と訴えた。これに対して、非キリ
スト教圏も含めた多くの代表が「良心を呼び覚まされた」と答え、最終的に現行の14条がコン
センサスで採択されたのである（52nd Plenary Meeting, 6 June 1977, CDDH/SR.52, paras. 79-94 

（Official Records of the Diplomatic Conference on the Reaffirmation and Development of 

International Humanitarian Law Applicable in Armed Conflicts, Geneva, 1974-1977, Vol.
VII, pp.135-138））。

83）　CIHL, Vol.I, pp.187-188.
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84）　AP Commentary, paras.4806-4807.
85）　Otto Triffterer and Kai Ambos （eds.）, The Rome Statute of the International Criminal 

Court: A Commentary, 3rd ed. （C.H.Beck/Hart/Nomos, 2016） , p.509, para.761.
86）　Commission on the Responsibility of the Authors of the War and on Enforcement of Penalties, 

“Report presented to the Preliminary Peace Conference, 29 March 1919,” American Journal of 

International Law, Vol.14, No. 1/2 （1920）, pp.95-154, at 114.
87）　例えば、オーストラリア、中国（中華民国）、オランダなどの戦争犯罪法（CIHL, Vol.II, 

pp.1127-1129）。
88）　冷戦後の旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所規程、ルワンダ国際刑事裁判所規程、シェラレオ

ネ特別裁判所規程、カンボジア特別法廷規程などは、戦争犯罪として飢餓には言及しなかった
（Manuel J. Ventura, “Prosecuting Starvation under International Criminal Law: Exploring the 

Legal Possibilities,” Journal of International Criminal Justice, Vol.17, No.4 （2019）, p.782）。

破壊等は禁止されると考えられる84）。

V　戦争犯罪としての飢餓

1　文民の飢餓を利用することの犯罪化

　前章まで、国際人道法上の飢餓の禁止規定の展開を概観した。今日では、

それにとどまらず、意図的に文民を飢えさせることは国際慣習法上の戦争犯

罪に該当するとされる85）。例えば、すでに、第１次世界大戦後に連合国が創

設した「戦争開始者責任及び刑罰執行委員会」の報告書は、訴追の対象とす

べき「戦争の法規慣例違反」の１つとして「故意による文民の飢餓」を挙げ

ていた86）。第２次世界大戦後は、上述のドイツ国防軍最高司令部事件のよう

な判例もあるが、戦争犯罪裁判のために制定された連合国各国の国内法にお

いて、「故意による文民（非戦闘員）の飢餓」が戦争犯罪と定義されてい

る87）。

　国際刑事裁判所規程は88）、８条２項⒝（xxv）号において、

「戦闘の方法として、文民からその生存に不可欠な物品をはく奪するこ

と（ジュネーヴ諸条約に規定する救済品の分配を故意に妨げることを含
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89）　Resolution ICC-ASP/18/Res.5, 5 December 2019.この改正を提案したスイスのノンペーパー（提
案 理 由 説 明 ） は、Report of the Working Group on Amendments, Assembly of State Parties, 
Eighteenth session, The Hague, 2-7 December 2019, 3 December 2019, ICC-ASP/18/32, Annex IV

に再掲されている。それによると、14条を含む第２追加議定書が広く批准されるに至り、非国
際的武力紛争においても文民の飢餓を禁止することは慣習法化していると見なしうること、国
際刑事裁判所規程を採択したローマ会議においても非国際的武力紛争に関して文民の飢餓を戦
争犯罪とする提案は存在したものの最終草案では削除され、かつその削除には本質的な理由（明
示された反対理由）はなかったことを理由に、国際的武力紛争に関する戦争犯罪と非国際的武
力紛争に関する戦争犯罪の「ハーモナイゼーション」が必要だというのがスイスの提案理由の
趣旨であった。

　　　なおこの改正は、規程121条５項により「当該改正を受諾した締約国については、その批准
書又は受諾書の寄託の後一年で効力を生ずる」。しかし、「当該改正を受諾していない締約国に
ついては、裁判所は、当該改正に係る犯罪であって、当該締約国の国民によって又は当該締約
国の領域内において行われたものについて管轄権を行使してはならない」。

90）　Triffterer, supra note 85, p.510, para.762.

む。）によって生ずる飢餓の状態を故意に利用すること」

を「国際的な武力紛争の際に適用される法規及び慣例に対するその他の著し

い違反」（戦争犯罪）の１つに挙げている。同規程の採択時には、文民の飢

餓を利用する罪は国際的武力紛争に適用される８条２項⒝号にのみ含まれて

いたが、2019年の規程締約国会議第18会期において、非国際的武力紛争に適

用される同項⒠号にも同様の（⒝（xxv）号の規定から「ジュネーヴ諸条約に

規定する」の部分を削除した以外の変更を加えない）条項を追加する規程改

正が採択された（（xix）号）89）。

2　ICC 規程による犯罪化の範囲

　ICC 規程８条２項⒝（xxv）号の規定は、締約国であると非締約国であると

を問わず慣習法の規則として広く受け容れられた第１追加議定書54条を基盤

にしている。規程の起草過程において、文民の飢餓が戦争犯罪であり、規程

に含まれるべきことについては大きな議論を呼ぶことはなかった90）。このよ

うに、少なくとも国際的武力紛争に限っては、ICC 規程が採択された1998年

の時点で「文民の飢餓を利用すること」が国際法上の戦争犯罪であることは

（2228）



戦闘方法としての文民の飢餓 201

諸国家に広く認められていたと考えられる91）。しかし、前章でみたように、

第１追加議定書54条が一般的な原則として広く受け入れられながら、同条の

禁止範囲が具体的にどのような戦闘方法にまで及ぶかについては議論があっ

た。同様に、第１追加議定書54条の違反を犯罪化した ICC 規程８条２項⒝

（xxv）号（そして将来的には⒠（xix）号）が、どのような行為を犯罪と定義し

ているのかは、条文自体からも、規程締約国会議が採択した犯罪構成要件文

書（EoC）を参照しても92）、必ずしも自明とは言えない。

⑴　第１追加議定書54条と ICC規程８条２項⒝（xxv）号の関係

　ICC 規程８条２項⒝は、「確立された国際法の枠組みにおいて」戦争犯罪

とされるものを列挙しており、ICC の判例によると、この柱書は「規程８条

の解釈が国際人道法と完全に調和するよう確保する」ことを目的としてい

る93）。したがって、列挙された（xxv）号の「飢餓利用の罪」の解釈にあたっ

ては、犯罪の基盤となっている第１追加議定書54条１項、および関連する救

済活動に関する国際人道法の諸々の規則との「調和」を図る必要があると考

91）　国連安全保障理事会は、2018年に決議2417（S/Res/2417（2018）, 24 May 2018）を全会一致
で採択した。決議は前文において「戦闘方法として文民の飢餓を利用することが戦争犯罪にな
りうること」を強調し、「いくつかの紛争の状況における戦闘方法としての文民の飢餓の利用」、

「人道的アクセスの違法な拒否および文民からその生存に不可欠な物をはく奪すること」を強
く非難し（５、６項）、諸国家に対して、そのような国際人道法の違反について「独立した方
法で、全面的で、迅速で、公平で、かつ実効的な捜査を行い」、「適切な場合には、国内法及び
国際法にしたがって責任あるものに対して行動すること」を強く求めている（10項）。本決議
の意義については、Salvatore Zappalà, “Conflict Related Hunger, ‘Starvation Crimes’ and UN 

Security Council Resolution 2417 （2018）,” Journal of International Criminal Justice, Vol.17, 
No.4 （2019）, pp.881-906を参照のこと。

92）　EoC は、文民の飢餓を利用する犯罪に特有の（他の戦争犯罪にも共通する文脈的な要件を
除いた）構成要件として、次の２つを挙げている。

　　「１．実行者が文民からその生存に不可欠なものを剥奪したこと。
　　２．実行者が戦闘の方法として文民の飢餓を意図したこと。」
93）　The Prosecutor v. Bosco Ntaganda, Judgment on the appeal of Mr Ntaganda against the 

“Second decision on the Defence’s challenge to the jurisdiction of the Court in respect of Counts 

6 and 9”, Appeals Chamber, 14 June 2017, ICC-01/04-02/06-1962, para. 53. この ICC 規程８条と
「確立された国際法の枠組み」との調和的解釈の要請については、拙稿「国際刑事裁判所にお
ける規程の『発展的解釈』」『国際法外交雑誌』119巻１号（2020年）50頁を参照のこと。
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94）　Triffterer, supra note 85, p.511, para.766.
95）　Ibid., p.511, para.766.
96）　Wayne Jordash, Catriona Murdoch and Joe Holmes, “Strategies for Prosecuting Mass 

Starvation,” Journal of International Criminal Justice, Vol.17, No.4 （2019）, p.853.

えられる94）。

　ICC 規程８条２項⒝（xxv）号は、次のような３つの要素からなっている。

①「戦闘の方法として、…飢餓の状態を故意に利用すること」という「一般

的な犯罪の定義」、②「文民からその生存に不可欠な物品をはく奪すること」

という「犯罪の具体的な定義」、そして③「ジュネーヴ諸条約に規定する救

済品の分配を故意に妨げること」という②の「例示」である。このうち①の

要素は、第１追加議定書54条１項をほぼ引き継いでいる。②の要素は、第１

追加議定書54条２項を部分的に採用している。このように①と②の要素は、

54条全体を反映したわけではないが、ICC 規程の起草者には、54条の文言や

（規程には言及されていないものの）54条３項にいう「例外」の意味から離

れる意図はなかったとされる95）。③の要素については、第１追加議定書54条

の含意、または同議定書69条および70条の反映と考えられる。EoC はこの

要素には触れていないため、犯罪の本質的要素ではなく、犯罪行為（actus 

reus）に該当する行為の「例示」としての意味に過ぎないと指摘される96）。

⑵　犯罪の構成要件

　それでは、ICC 規程が犯罪とした範囲はどのようなものか。実体的要件と

主観的要件とに区別して検討する。

⒜　実体的要件

　⒤　「飢餓の状態」

　第１追加議定書54条において禁止された「飢餓」が、辞書的な意味での「食

糧の不足」に限定されることなく、文民の生存に不可欠な物を広く含み得る

ことはすでに述べた。ICC 規程の起草過程においても、1996年の準備委員会

に提出された草案は、「文民たる住民を飢餓の状態とすることおよび人道支
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97）　Report of the Preparatory Committee on the Establishment of an International Criminal 

Court, Volume 2, Compilation of proposals, A/51/22 ［Vol.II］, 1996, p.61.
98）　Decisions taken by the Preparatory Committee at its session held from 1 to 12 December 

1997, A/AC.249/1997/L.9/Rev.1, 18 December 1997, p.12.
99）　Global Rights Compliance, The Crime of Starvation and Methods of Prosecution and 

Accountability, 13 June 2019, 〈 https://starvationaccountability.org/resources/publications/the-
crime-of-starvation-and-the-method-of-prosecution-and-accountability-policy-paper〉, p.6, 
paras.28-29.

100）　具体的には次の通り。ジュネーヴ第４条約23条「医療品及び病院用品並びに宗教上の行事
に必要な物品（文民宛の場合）」「不可欠の食糧品、被服及び栄養剤（十五歳未満の児童及び妊
産婦宛）」、同55条「食糧、医療品その他の物品（占領地住民）」、同59条２項「食糧、医療品及
び被服（占領地住民）」、第１追加議定書69条「（ジュネーヴ第４条約55条にいう食糧及び医療
用品に加えて）文民たる住民の生存に不可欠な被服、寝具、避難のための手段その他の需品及
び宗教上の行事に必要な物品（占領地住民）」、第１追加議定書70条「［69］条に規定する物資」、
同２項「この部の規定に従って提供されるすべての救済品、救済設備及び救済要員」。

援が彼らに届くのを妨害すること」と飢餓の意味を人道支援に言及すること

で拡大して定義していた97）。その後、曖昧さを排除するために1997年に提案

された現行の８条２項⒝（xxv）号のフォーミュラにおいては、「飢餓」と「生

存に不可欠な物品のはく奪」という２つの表現が用いられた98）。これは第１

追加議定書54条が１項の飢餓の禁止と２項の文民たる住民の生存に不可欠な

物の破壊等の禁止とを規定し、後者が前者の意味を補完することによって、

禁止される飢餓の範囲を拡張したことと同じ狙いがあると考えられる。EoC

も「文民からその生存に不可欠なものを剥奪（する）こと」を文民の飢餓の

内容と定義している99）。

　また規程の文言自体から、そのようなはく奪が、「ジュネーヴ諸条約に規

定する救済品の分配を故意に妨げること」によっても生じうることが明らか

にされている。よって、本号の意味における「飢餓の状態」は、ジュネーヴ

諸条約が定める「救済品」に該当する物の欠乏した状態を意味するとも考え

られる。ジュネーヴ諸条約および追加議定書が救済品として想定しているの

は、食糧品、栄養剤、被服、寝具、避難のための手段、医療品、病院用品、

宗教行事に必要な物品と幅広い100）。

　また、そのように定義される「飢餓の状態」には、文民が餓死するという
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結果の発生は不要だと考えられている。EoC を起草した準備委員会は、EoC

に「飢餓の結果１人以上の人が死亡すること」という要素を追加しようとし

た米国の提案101）を採用しなかった102）。条文上も、「戦闘の方法として飢餓の

状態を利用すること」、「文民からその生存に不可欠な物品をはく奪すること」

が犯罪なのであるから、少なくとも文民が実際に餓死することは必要とされ

ておらず103）、ここで犯罪化されたのは、「死に繋がりうるような飢餓の状態

に文民を意図的に置くこと」だと考えられる104）。

　ⅱ　「はく奪すること」

　文民たる住民の生存に不可欠な物の「はく奪」がどのような行為を意味す

るかについて、ICC 規程は定義していない。しかし、第１追加議定書54条２

項の記述に依拠するならば、「攻撃し、破壊し、移動させ又は利用すること

ができないようにすること」のすべてが「はく奪」に含まれるだろう105）。

　またそのような「はく奪」の例として「ジュネーヴ諸条約に規定する救済

品の分配を故意に妨げること」に言及があることから、「はく奪」には不作

為も含まれ、文民たる住民の生存に不可欠な物品の供給を妨げることを目的

とした攻囲や封鎖もここに含まれると言えよう106）。しかし、「救済品分配の

妨害」が「はく奪」に該当するとしても、すべての人道的支援の妨害が戦争

101）　US Proposal Regarding an Annex on Definitional Element for Part 2 Crimes, UN Doc. A/
CONF.183/C.1/L.10, 19 June 1998; Proposal Submitted by the United States of America: Draft 

Elements of Crime, UN Doc. PCNICC/1999/DP.4/ Add.2, 4 February 1999, at 18.
102）　Knut Dörmann, Louise Doswald-Beck, and Robert Kolb （eds.）, Elements of War Crimes 

under the Rome Statute of the International Criminal Court: Sources and Commentary 

（Cambridge University Press, 2003）, p.364.
103）　Triffterer, supra note 85, p.517, para.790; Christine Byron, War Crimes and Crimes against 

Humanity in the Rome Statute of the International Criminal Court （Manchester University 

Press, 2009）, p.165.
104）　Ventura, supra note 88, p.788; Jordash, supra note 96, p.855.
105）　Global Rights Compliance, supra note 99, p.7, paras.33-34; Triffterer, supra note 85, p.514, 

para.775.
106）　Global Rights Compliance, supra note 99, p.7, paras.33-34; Triffterer, supra note 85, p.514, 

para.775.
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犯罪と見なされるわけではない。犯罪とされたのは、「ジュネーヴ諸条約に

規定する」救済品の分配の「違法な」妨害のみである。そもそも、第１追加

議定書54条は人の生存に不可欠な物品であっても「専ら当該敵対する紛争当

事者の軍隊の構成員の生命を維持する手段」である場合、文民と軍隊構成員

の両方に供給される物が「軍事行動を直接支援する手段」である場合には攻

撃等の対象とすることを認めている。そのため、かかる例外的な状況におい

て「救済品」の通過を差し止めることは、本号にいう「はく奪」には含まれ

ないだろう。

　また、ジュネーヴ諸条約にいう救済品の分配には条件が定められてい

る107）。第１追加議定書70条においても、「人道的かつ公平な救済活動であっ

て不利な差別をすることなく行われ」、「関係締約国の同意を条件とする」こ

とが要件とされ（１項）、さらに「通過を許可するための技術的条件（検査

を含む。）」として通過国が定めるものに従い、「援助の分配が利益保護国に

よる現地での監督の下に行われること（通過国が要求できる）」が条件とな

っている（３項）。これらの条件に反する送付品の差し止めは犯罪には該当

しないと考えられる。

　他方で、救済品の通過や分配を拒否することが明確に国際法に反すると考

えられる場合には、人道的支援物資の差し止めが戦争犯罪たる「はく奪」行

為に該当することは明確である。アカンデとジラードは、そのような拒否が

違法となる状況の例として、ジュネーヴ第４条約や第１追加議定書69条が規

定する「占領地域住民のための救済品」の場合と、安全保障理事会が加盟国

に対して人道的救済活動に同意し、これに協力することを義務づけている場

合を挙げている108）。

　アカンデとジラードの挙げたケースよりも広く、締約国には第１追加議定

書70条に基づく人道的支援に同意し、「迅速な、かつ、妨げられることのな

い通過について、許可し及び容易にする」義務があり、「関係締約国の同意」

107）　Triffterer, supra note 85, p.515, para.781.
108）　Akande and Gillard, supra note 63, pp.771-773.
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が条件となっているようにみえて通過国の完全な裁量に委ねられることを意

味しないとする立場に立つと、例えば恣意的な理由による人道的支援の拒否

が、本号に基づく戦争犯罪となる余地もあると考えられる109）。

⒝　主観的要件

　前章で検討したように、第１追加議定書54条の下でも、攻囲などの文民た

る住民の生存に影響しうる作戦は、文民の飢餓を「目的」とした場合のみが

禁止対象とされるのか、「付随的」飢餓もまた禁止の対象となり得るのかに

ついて議論があった。このような文民の飢餓を個人の戦争犯罪として立証す

る際にも、飢餓を生じさせた実行者の主観のありようが問題となる。

　ICC 規程30条は、犯罪の構成要件となる主観的要素の一般原則を次のよう

に定めている。

「１　いずれの者も、別段の定めがある場合を除くほか、故意に及び認

識して（with intent and knowledge）客観的な要素を実行する場合にのみ、

裁判所の管轄権の範囲内にある犯罪について刑事上の責任を有し、かつ、

刑罰を科される。

２　この条の規定の適用上、次の場合には、個人に故意があるものとす

る。

　�⒜　行為に関しては、当該個人がその行為を行うことを意図して

（mean［ ］ to）いる場合

　�⒝　結果に関しては、当該個人がその結果を生じさせることを意図し

ており、又は通常の成り行きにおいてその結果が生ずることを意識し

て（aware）いる場合

３　この条の規定の適用上、「認識」とは、ある状況が存在し、又は通

常の成り行きにおいてある結果が生ずることを意識していることをい

109）　Triffterer, supra note 85, p.515, para.781.
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う。「知っている」及び「知って」は、この意味に従って解釈するもの

とする。」

　８条２項⒝（xxv）号に関する実行者の「主観的」要素は、２つの局面で問

題となる。第１に、文民たる住民の生存に不可欠な物資を文民からはく奪す

ることに関する故意である。これには、同号に例示として言及されている「救

済品の分配を故意に妨げる」際の「故意」（この場合は wilfully の語が用い

られている）も含まれる。第２に問題となるのは、「戦闘の方法として、…

飢餓の状態を…利用する」際の「故意」である。

　前者の故意については、30条２項および３項に照らして考えることができ

る。すなわち、実行者が、文民の用に供されている物を「はく奪」すること

を意図し、かつ「はく奪」しようとする物が文民たる住民の生存に不可欠な

ものであることを認識している必要があると考えられる110）。

　他方で、後者の「戦闘の方法として、…飢餓の状態を故意に利用する」と

いう場合の主観的要素については、さらなる検討が必要である。まず条文自

体が「故意に intentionally」と述べていることから、当然に、過失（negligence）

によって、または偶発的に行われる犯罪ではない111）。しかしその「故意」が、

文民を飢餓の状態に置き、それを軍事的に利用することを「意図 mean」す

る場合のみを指すのか、より広く、文民の飢餓が相当程度確実に生じること

を認識しつつ他の目的を意図して行われる場合も含むのか解釈が分かれう

る。本稿では、便宜上、前者のような故意を直接的故意、後者のような故意

を間接的故意と表現することにする112）。

　ICC 規程30条は、結果に関する故意、および認識について、「通常の成り

110）　Jordash, supra note 96, p.853.
111）　Ventura, supra note 88, p.785.
112）　国際刑事法で見られるこのような概念整理を日本刑法の用語に翻訳することは困難である

が、最大限意味を汲んであてはめると、前者は故意が「意思説」的に成立する場合に限定する
立場であり、後者は、それに加えて故意が「表象説または認識説」的に成立する場合をも含め
る捉え方であると言える（前田雅英『刑法総論講義 第７版』（東京大学出版会、2019年）162-
163頁）。
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113）　The Prosecutor v. Jean-Pierre Bemba Gombo, Decision Pursuant to Article 61 （7） （a） and 

（b） of the Rome Statute on the Charges of the Prosecutor Against Jean-Pierre Bemba Gombo, 
Pre-trial Chamber II, 15 June 2009, ICC-01/05-01/08-424, paras. 358-359. Le Procureur c. 

Germain Katanga, Jugement rendu en application de l’article 74 du Statut, La chambre de 

première instance II, 7 mars 2014, ICC-01/04-01/07-3436, para.776. なおベンバ事件予審裁判部決
定では、dolus eventualis（未必の故意）、recklessness（無謀）などのより低い程度の主観的
要素は30条に含まれないと判示している（Prosecutor v. Bemba, supra note 113, para.360）。

114）　Prosecutor v. Bemba, supra note 113, para.359.
115）　前章において、第１追加議定書54条に関しても、攻囲が文民たる住民の飢餓を「唯一の目的」

としているわけではない場合、またはそれが目的の１つとしてさえ望まれていない場合であっ
ても、得られる軍事的利益に比して過度な文民の飢餓をもたらす場合には、かかる攻囲・封鎖
を違法とする解釈が近年有力になりつつあることを確認した。したがって、飢餓利用の罪にか
かる故意を30条の下で「認識ベースのアプローチ」で解釈することについて、ICC 規程と国際
人道法との「調和的」解釈の必要性の観点から障害は存在しないと思われる。

行きにおいてある結果が生ずることを意識していること」をその定義に含め

ている（２項⒝、３項）。判例でも、30条が直接的故意（裁判所の用語では
dol direct de premier degré, dolus directus of the first degree, direct intent）

のみならず間接的故意（裁判所の用語では dol direct de second degré, dolus 

directus of the second degree, oblique intent）をも「故意」に含むことが認

められている113）。間接的故意は、「実行者の作為または不作為が『望まない

結果』であっても確実に生じることを認識している」ことで成立する114）。

それでは、「飢餓状態を利用する」故意についても、文民たる住民に飢餓を

引き起こすことを特に目的とする攻囲のみならず、他の目的を意図した場合、

例えば敵軍隊の早期の降伏を目的とする攻囲の結果、「望ましくない」付随

的結果として文民の飢餓が生じる場合であっても、「通常の成り行きにおい

て」そのような結果が生じることが認識されているときには、30条の下で故

意が成立するのであろうか115）。

　まず問題となりうるのは、30条の原則および定義が、飢餓利用の罪には適

用されないのではないかという点である。30条の不適用を主張する説の第１

は、規程30条は一般法（lex generalis）であり、その定義は「別段の定めが

ある場合」には適用されないところ、「故意に intentionally」という語を含

む８条２項⒝（xxv）号は主観的要素に関する「別段の定め」を含む犯罪に該
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116）　Procureur c. Katanga, supra note 113, paras.804-806. Triffterer, supra note 85, pp.1119-1120, 
para.15. 

117）　Jordash, supra note 96, p.858.
118）　Triffterer, supra note 85, p.518, para.791; Byron, supra note 103, p.165.
119）　Triffterer, supra note 85, p.518, para.791.
120）　Jordash, supra note 96, p.863.

当すると捉える。しかし、「故意に intentionally」という語を定義に含む犯

罪は８条２項に多数存在している（例えば⒝⒤号や⒝ⅱ号の文民たる住民お

よび民用物を「故意に攻撃すること」）ものの、そのような語の存在は、当

該犯罪に関する故意について一般法たる30条の適用を排除していな

いとされる116）。８条２項⒝（xxv）号に関しても、「飢餓の状態を故意に利用

する」という場合の故意の語は、「別段の定め」ではなく、30条の基本原則

を繰り返しているに過ぎないのではないかと考えられる117）。

　８条２項⒝（xxv）号に関して30条の適用を排除しうるとする第２の根拠

は、本号において飢餓の利用が「戦闘の方法として」行われることを予定し

ている点に求められる118）。この立場によれば、「戦闘の方法として」利用す

るとは、文民たる住民を移動させることを含めた軍事的利益を得る目的のた

めに文民たる住民の生存に不可欠な物をはく奪することによって、飢餓を意

図的に引き起こし、悪化させ、長引かせることを意味しており、そのため、

実行者は「文民を標的とすること」を望んでいなければならないとされ

る119）。しかし、「戦闘の方法として」という用語が第１追加議定書54条１項

の表現を引き継いでいることは明らかである。前章で述べたように、第１追

加議定書54条１項については、飢餓を特に意図した（目的とした）行為のみ

を禁止している訳ではないとの解釈が有力になりつつある。したがって、
ICC 規程８条２項⒝（xxv）号の「戦闘の方法として」という文言は、そのよ

うな限定的な意味ではなく、飢餓の利用が敵対行為の一部として行われるべ

きことを意味しているに過ぎず、飢餓を引き起こしうる作為または不作為が

敵の軍事作戦や軍事的能力に不利に作用することが必要とされているに過ぎ

ないとの反論にも説得力がある120）。
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　飢餓利用の罪に関する故意の解釈において30条が認める間接的故意が適用

されないとするより本質的な根拠は、この犯罪はそもそも、文民の飢餓を利

用するという「意図」にのみ注目した犯罪であるという捉え方にある121）。

先述のように、実際に文民たる住民が餓死したことを立証する必要はないと

されるが、この立場によると、さらに実際に飢餓が生じることすら立証する

必要がないとされる。EoC の起草過程において、「飢餓の利用の結果文民が

死亡する」という構成要件を追加する提案が却下された結果、「結果」に関

するいかなる構成要件も EoC には含まれなかったからである122）。このよう

な理解を前提に、文民たる住民の生存に不可欠なものを「はく奪」する故意

については30条にいう主観的要素の一般論が当てはまるものの、文民の「飢

餓を利用する」故意は、いかなる行為も、結果も、状況も必要とせず、「故

意および認識」の要件を累積的に課す30条１項はそのまま当てはまらない。

よって、30条１項の意味を補足する同条２項および３項も適用されないと主

張される123）。

　しかし、ジョーダシュ等は、このような理解が正しいとしても、実際には、

飢餓利用の罪の故意、すなわち飢餓を利用するという「意図」を立証するに

あたって飢餓の発生という結果をどの程度の確実性をもって認識していたか

が問われざるを得ないとする。彼等によると、その目的で「通常の成り行き

においてその結果が生ずることを意識している」かどうかが考慮されうる。

さらに、直接的故意としての「飢餓を利用する意図」を立証する際に、当該

意図は実行者の有する「唯一の」意図である必要はなく、複数の「意図」を

総合的に検証することになるため、実行者が直接意図していること（直接的

故意）と、実行者が確実に発生すると予想するものの積極的に望んでいるわ

けではないこと（間接的故意）との区別は不可能ではないかとも指摘され

る124）。

121）　Ibid., p.855.
122）　８条２項⒝（xxv）の構成要件については、前記脚注92を参照のこと。
123）　Global Rights Compliance, supra note 99, p.11, para.59.
124）　Jordash, supra note 96, p. 860.
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125）　Ibid., p.859.
126）　飢餓利用の罪において確定的な直接的故意を重視する立場は、この犯罪の主観的要素の特

徴を、集団殺害犯罪における「集団を破壊する特別な意図 dolus specialis」と近似するものと
捉えているように思われるが、集団殺害犯罪においてさえ、その主観的要素の立証を「目的ベ
ースの」それとして限定的に解釈する立場（旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所の判例のように）
に対しては批判もあることを想起しておきたい（Global Rights Compliance, supra note 99, p.12, 
para.67）。

　ICC 規程30条の犯罪の主観的要素に関する原則は、一般法でありそこから

の離脱が許容されているものである。しかし、起草過程においては規程の一

貫性および予測可能性が重視されていたため、同条は、反証の対象になると

は言うものの主観的要素に関する統一的な「前提」を提示しようとしたと主

張される125）。ここで紹介した飢餓利用の罪に関する30条（特に間接的故意）

の不適用の根拠が、そのような推定を覆しうるものか疑問がある。前章で確

認した国際人道法上の飢餓禁止規範の発展の観点からも、飢餓利用の罪を「明

確に飢餓を意図した場合」に限定する解釈は、整合性を欠くように思われ

る126）。

おわりに

　本稿において確認したように、第２次世界大戦が終了した時点でも、文民

の飢餓を利用する攻囲戦を規律する国際法の規則は、中世的な戦争の慣例の

遺物とも言うべき様相を呈していた。攻囲戦が軍事的には合理的な戦闘方法

だったことは、それが有史以来21世紀の今日に至るまで繰り返し用いられて

いる事実から明らかであろう。そのように有用な戦闘方法を一般的に禁止す

ることはもちろんのこと、一定の規制の下に置くことすら難しかったのであ

る。

　第２次世界大戦後の国際人道法は、一方で敵の軍隊に対する攻囲を引き続

き合法と認めつつ、文民たる住民の飢餓を禁止する方向で発展してきた。そ

れは、攻囲された文民への人道的支援を認め、かかる文民の避難・退去を支
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127）　第１追加議定書58条は以下のように防御側の予防義務を明言している。
　　「紛争当事者は、実行可能な最大限度まで、次のことを行う。
　　（a）［…］自国の支配の下にある文民たる住民、個々の文民及び民用物を軍事目標の近傍から

移動させるよう努めること。
　　（b）人口の集中している地域又はその付近に軍事目標を設けることを避けること。
　　（c）自国の支配の下にある文民たる住民、個々の文民及び民用物を軍事行動から生ずる危険

から保護するため、その他の必要な予防措置をとること。」

援する義務をいかに攻囲側に課しうるかという議論であった。しかし、攻囲

のような「文民と軍隊とが共に居る状況」において文民の生命を守る義務は、

攻囲側のみならず守備側にもある。攻囲側と同様に、守備側にも可能な限り

文民を巻き込まない保護義務があるはずである127）。もちろん、国際人道法

上は、攻囲側が攻囲対象地を獲得するという軍事的利益、および守備側が攻

囲対象地を保持するという軍事的利益のいずれについても平等に評価してい

る。したがって、攻囲戦において生じる文民の飢餓をいかに回避し、いかに

文民たる住民を保護するべきかの議論は、攻囲側と守備側の利害のバランス

を確保する必要がある。その意味では、ジュネーヴ第４条約17条が想定して

いるように、紛争当事者の現地協定に基づいて文民の退去や、文民への人道

支援を確保する手法は、規範論的には実効性の乏しい法的枠組に見えるかも

しれないが、攻囲戦の本質に沿った規制アプローチであるとも言える。

　文民を飢餓の状態に置くことが条約上、さらに国際慣習法上禁止され、こ

の点で国際人道法は発展したと言えるが、それでも戦闘方法としての文民の

飢餓の利用は繰り返し行われている。したがって、かかる違反を戦争犯罪と

し、これに責任がある者の刑事責任を追及する必要性があることは明らかで

ある。さらにシリア内戦が示しているのは、飢餓利用の戦争犯罪としての責

任追及は、国際的武力紛争に関してのみならず、非国際的武力紛争について

こそ行われなければならないということである。その意味で、2019年末に採

択された ICC規程８条２項⒠号の改正には大きな意義があったと考えられる。

　今後重要になるのは、武力紛争においてたびたび生じる文民の飢餓につい

て、個人の刑事責任をいかに問いうるかという点であろう。まず、ティトス

の嘆き以来の古典的命題である、攻囲された都市内で生じる住民の餓死につ
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いて責任を有するのは誰なのかという難題がある。さらに今日の国際人道法

の、そして ICC 規程８条２項⒝（xxv）号の（先進的な）解釈では、飢餓の発

生という結果に関する「認識ベース」のアプローチを採用するべきだとされ

ているが、そのような拡張的解釈をとるならばなおさら、実行者の故意を立

証することが刑事責任を問うにあたって大きな障害になることは容易に予想

される。

　武力紛争のただ中に巻き込まれ飢えていく文民にどのようにアプローチ

し、支援を行うかは国際社会の大きな課題である。そのような外部からの介

入が文民にとって唯一の希望となる状況は非常に多い。本稿での検討による

と、このような国際社会の継続的関与は、文民の生命を救うという現実的な

重要性に加えて、今日では、法的にも重大な意義を帯びるようになったと考

えられる。すなわち、国際社会が人道的支援のために関わり続けることは、

結果として、文民の飢餓を発生させている紛争当事者の合法的な選択肢を制

限し、当事者の判断の恣意性を浮き彫りにする。刑事責任の追及の観点から

は、それらの人道的支援の提案に対する意思表示は、攻囲実行者が状況を「認

識」していた証拠となり、その「故意」の立証を容易にするからである。

　［本稿は JSPS 科研費（課題番号18K01287）による研究成果の一部である。］
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